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抄録

　近年，我が国では，保育所入所待機児童（調査日時点において入所申込が提出されており，入所要

件に該当しているが入所していないもの．厚生労働省保育課が把握して「保育所関連状況取りまと

め」を作成する際に定義されている．保育所に空きがなくて入所できない児童，もしくは空きがあっ

ても諸事情により入所していない児童を含む．以下，待機児童という．）の解消が大きな目標になっ

ている．

　平成１３年以降，保育所定員数も保育所数も全国レベルでは右肩上がりに増加しており，かつ，毎年

保育所利用児童数は定員を下回っている．しかしながら，待機児童は依然として発生しているという

現状がある．このことは，待機児童の地域偏在や，待機児童解消のための保育の受け皿整備等，自治

体による取り組み方の違いに起因している可能性，そして，それらについての検証の必要性を示唆し

ている．

　本報告では，待機児童と保育所整備に関する状況について既存のデータを整理し，有用と思われる

新たな指標も追加することで現状の分析を行った．

　結果として，政令市・中核市レベルの待機児童と保育所整備に関する状況は，人口規模の類似した

自治体であっても大きく異なっていることが明らかになった．また，自治体単位の５才以下人口に占

める保育所定員数の割合が高いほど，５才以下人口に占める待機児童数の割合が低いという傾向が見

出された．また，どのような受け皿により保育ニーズが吸収されているのか，地域の保育ニーズに応

じるためにどの程度の地方単独保育施策が動員されているかについても，自治体によりかなりの相違

があることも示された．

　なお，待機児童の解消を含めた保育所整備は，保育の受け皿の量的拡大のみならず，ケアの質の保

障，地域の子育て支援能力の向上，雇用環境とマッチした環境整備といった多様な視点からなされる

ことが重要である．それらを把握しモニタリングするための指標の開発，地域の施策立案への活用が，

今後の課題として示された．
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I. 研究の背景と目的

近年，我が国では保育所入所待機児童（調査日時点に

おいて，入所申込が提出されており，入所要件に該当し

ているが，入所していないもの．厚生労働省保育課が把

握して「保育所関連状況取りまとめ」を作成する際に定

義されている．保育所に空きがなくて入所できない児童，

もしくは，空きがあっても諸事情により入所していない

児童を含む．以下，待機児童という．）の解消が，政府

レベルでも各市町村レベルでも大きな目標となっている．

待機児童解消策として，これまでも保育所定員の増加

が進められ，平成２４年から平成２５年にかけて保育所定員

数は過去最高の伸び（４.９万人の増加）となったが，平成
２５年において依然として２２,７４１人の待機児童数が存在す
る [１]．こうした状況に対し，政府は，経済活性化にむ
けて女性労働力を活用するという観点から，今後５年間

で保育所の定員を４０万人分増やすという「待機児童解消

加速化プラン」を平成２５年４月１９日に打ち出している[２]．

しかし，待機児童問題への関心の大きさや，解消策と

しての保育所定員数の増加という政策方針がある一方で，

待機児童数や保育所整備状況について，地域比較が可能

な形に調整されたデータは一般に提示されているとは言

えない．例えば，厚労省「保育所関連状況取りまとめ」

（平成２５年４月１日）[１] では，保育所定員数の増減を市
区町村別に示した表が掲載されている．しかし，それら

は実数で示されており，人口規模を調整する等，地域間

比較に適した形で提示されてはいない．

そこで，本稿の目的は，第一に，待機児童と人口規模

に関する状況について，自治体間の比較や，各自治体の

相対的位置の分析把握に資するための基本的データを一

覧表として整理・提示することである．基本データ一覧

表は，自治体別の待機児童数の発生状況を，人口規模と

の関連において整理するという観点から作成する．同時

に，各自治体の地方単独保育施策（以下，「地単」）（保

育室等）の影響についても考慮しうるような形で，デー

タを提示・整理することを試みる．各地域では，全国統

一基準で運営される保育所とは別に，「地単」として独
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Abstract

　Recently in Japan, children waiting for nursery admission have been a big problem. These children 
are defined as those who have submitted applications to a nursery and meet the admission 
requirements but must wait for a space to become available, or don’t enter the nursery because of 
several conditions. This definition is used by the Child-Care Division of the Ministry of Health, Labour 
and Welfare of Japan when it prepares its “Compilation of the Conditions of Nurseries.” Although the 
number and capacity of nurseries continues to increase since 2001 in the country overall, and every year 
the number of nursery users falls below capacity, there are a certain number of children waiting for 
nursery admission. This situation suggests uneven distribution of the number of children awaiting 
placement among local areas and  the need to evaluate efforts by each local government to tackle this 
problem as well as expanding the maintenance of nursery facilities.
　In this report, a variety of existing data about children waiting for nursery admission and the 
maintenance of nurseries has been collected and organized as a data set. Then, using the data set and 
indexes developed for it by the authors, relationships between the circumstances of nursery facilities 
maintenance and the number of children awaiting placement are analyzed. Findings suggest that the 
situation of children waiting for admission and the maintenance of nurseries are very different among 
ordinance-designated and core cities of similar size of population; a high rate of nursery capacity for 
children under age five tends to correlate with a small rate of under-fives waiting for nursery admission; 
and there is a big difference regarding how and to what extent each local government utilizes locally 
specified measures to fill child-care needs.
　Also, it is suggested that in order to solve the problem of waiting for nursery care, not only are local 
efforts required to expand the quantity of public provision of child care through specific local measures, 
but also efforts are needed with the perspectives of securing quality care, empowering community 
members, and improving the child care environment to fit with the employment environment.It is 
suggested that future issues include the development of indicators with these viewpoints for assessing 
and monitoring the circumstances of child care in the local community, as well as the development of 
the way these indicators are effectively utilized for the child care plans prepared by local and regional 
governments.

keywords: nursery, children waiting for nursery admission, local measures, ordinance-designated 
cities, core cities
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自に保育の受け皿となる施設等を整備し，地域の保育

ニーズに対応している．こうした独自施策は，本来待機

児童数として顕在化するはずの数を一定レベル吸収して

いる可能性がある．すなわち，「地単」を利用する児童

は，保育所の入所申込が提出され入所要件に該当してい

るが「地単」を利用しているため，待機児童に含まれな

い児童であり，「地単」がなければ待機児童として数え

られる「潜在的待機児童」とも考えられる．従って，地

域の比較においては，「地単」による潜在的待機児童数

吸収の影響についても考慮される必要があろう．

また，本稿の第二の目的は，作成したデータ全体から，

待機児童と保育所整備の状況にどのような関連が読み取

れるのか，仮説的な水準で論点を提示することである．

これらの検討を通して，本稿が待機児童と保育所施設

整備との関連に関する今後の本格的な政策評価研究の端

緒となることが期待される．なお，本報告は，データ収

集の簡便性・制約および紙幅の制約等から，データ収集

の対象を，都市部（政令指定都市（以下，政令市），中

核市の６２都市．特別区は除く）に限定している．政令市，

中核市の６２都市の待機児童数は，平成２５年４月１日現在

において６,５７４人であり，全国の全待機児童の約３割を
占めているが [１]，これらの状況が国内の全国的状況を
代表しているとは言えない点には留意が必要である．

II. 方法

１．全国レベルの保育所定員数，保育所利用児童数や待

機児童数の経年的推移

自治体（政令市・中核市）レベルでの基礎データ一覧

を作成する前段の作業として，全国集計レベルでの保育

所数，保育所定員数，保育所利用児童数（以上図１），

待機児童数（図２）について，現在の待機児童の定義に

よる統計的把握が開始された平成１３年から平成２５年まで

の状況について整理した．

保育所数，保育所定員数，保育所利用児童数，待機児

童数の資料出典は，厚生労働省雇用均等・児童家庭局保

育課の報道資料「保育所関連状況取りまとめ（平成２５年

４月１日）」[１]，「保育所の状況 （平成１９年４月１日）
等について」[３]，及び，待機児童数については，平成１３
年から平成２２年までは内閣府「平成２２年版子ども・若者

白書」掲載の待機児童数 [４]，平成２３年から２５年までは，
「保育所関連状況取りまとめ（平成２５年４月１日）」[１] で
ある．

待機児童数の変化は，マクロ要因としての全国の雇用

情勢の影響も大きいと予想されることから，待機児童数

の伸び率と雇用情勢（「有効求人倍率」[５] 及び「完全失
業率」[６] を指標とした）の経時的変化との関連について
も一覧表に整理した（表１）．

２．政令市・中核市の人口規模別の待機児童の数・順位

の経時的推移

待機児童数の経時的変化を，自治体の人口規模を考慮

して比較できるよう，政令市２０自治体及び中核市４２自治

体について（平成２５年４月１日現在），以下の指標に関

するデータ一覧表を作成した．

・「総人口」：直近に行われた平成２２年国勢調査 [７] に
よる．

・「待機児童数」：平成２１年～２５年の各年版「保育所関

連状況取りまとめ」[１, ８-１１] による．
・「待機児童数の順位」：各年の政令市・中核市の中で

の待機児童数の順位．

・「平均待機率」：平成２２年から 平成２５年までの４年間
の待機児童数の平均を，平成２２年の５歳以下人口 [７] 
で除したもの（％）．４年間の待機児童の平均的状

況を示す指標として著者が独自に作成した．

・「待機児童B」：「地単」の影響を考慮する観点から，
著者が独自に作成した指標である．待機児童に「地

単」利用者を加えたもの，すなわち待機児童B＝待
機児童＋「地単」により吸収された潜在的待機児童．

これらの平成２２年から平成２５年の数 [１, ９-１１]．
・「待機児童数Bの順位」：各年の政令市・中核市の中
での待機児童数Bの順位．

以上のデータを整理し，総人口の大きい順に配列し一

覧表にまとめた（別表１）．

３．保育所整備状況および待機児童発生状況

保育所の整備状況と待機児童の発生状況を，自治体の

人口規模を調整して比較できるよう，以下に示すような

基本的な指標（基本指標），および，著者が独自に作成

した指標（独自指標）に関する一覧表を作成した．なお，

各指標の数値は，直近の国勢調査が行われた平成２２年の

ものであり，この時点で中核市となっていない高崎・豊

中・那覇の３市は除外し，熊本市は中核市扱いとしている．

（基本指標）

「総人口」「５歳以下人口」「５歳以下人口割合（５歳

以下人口の総人口に占める割合）」「保育所定員数」

「待機児童数」[７, ９]．
（独自指標）

・「待機児童数の順位」：待機児童数（実数）の各市別

の順位 [９]．
・「定員率」：保育所定員数対５歳以下人口比（％）．

・「待機率」：待機児童数対５歳以下人口比（％）．

以上のデータを整理し，定員率の高い順に自治体を配

列して一覧表にまとめた（別表２）．また，保育所定員

の整備状況と待機児童数の状況との関連をみるため，定

員率と待機率を２軸とする散布図を作成した（図３）．

続いて，政令市間の比較を容易にするために，政令市に

限定して結果を集約した表を作成した（表２）．
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４．「地単」の影響・効果の考慮

「地単」により，潜在的な待機児童が吸収されている

可能性を考慮し，以下の指標を設定（いずれも平成２２

年）した．まず，基本的な指標として，「「地単」利用者

数」[９] を設定した上で，「地単」の利用者を仮に「潜在
的待機児童」としてみる場合の指標として，以下の指標

を設定した．

・「待機児童数B」：待機児童数に「地単」利用者数を
加えたもの．

・「待機率B」：待機児童数B対５歳以下人口比（％）．
さらに，保育サービスの量的整備を，保育所定員増加

以外の「地単」の拡充を含めて把握する場合の指標と

して，以下の指標を設定した．

・「定員数B」：保育所定員数に「地単」利用者数を加
えたもの．

・「定員率B」：定員数B対５歳以下人口比（％）．
以上の指標データを，方法３で作成した一覧表（別表

２）に補足追記した．

III. 結果

１．全国レベルの保育所定員数，保育所利用児童数や待

機児童数の経年推移

全国レベルの保育所数，保育所定員数，保育所利用児

童数の経年推移は，保育所数，保育所定員数ともに，平

成１３年以降平成２５年まで毎年右肩上がりに上昇していた．

また，定員数は，毎年常に保育所利用者数を上回ってい

た（図１）．

一方で，待機児童は同期間において１８,０００人～２６,０００
人程度の範囲で存在していた．また，待機児童数の経時

的変化はきれいなM字型 を示していた（図２）．この変
化を全国レベルの雇用情勢と対応させてみると，雇用情

勢が悪化（改善）している時に待機児童数が増加（減

少）している傾向が認められた（表１）．例えば，リー

マンショックの影響で雇用情勢が厳しくなった平成２１年

度は，前年度より待機児童数は２９.８％も増え，M字カー

J. Natl. Inst. Public Health, 63（4）: 2014410

米山正敏，深田聡，森川美絵

図１　保育所数とその定員および利用児童数の年次推移（各年４月１日現在）
出典）[１, ３] より筆者編集

図２　保育所入所待機児童数の年次推移（各年４月１日現在）
出典）[１, ４] より筆者編集



ブの平成２０年から平成２１年までの急な伸びに対応して

いた．

２．政令市・中核市の人口規模別の待機児童の数・順位

の経年推移

政令市・中核市の待機児童数，および，待機児童Bの
経時的変化について，別表１のように示す．政令市・中

核市レベルの待機児童および待機児童Bの数・順位の経
時的変化は，人口規模の類似した自治体であっても大き

く異なっていた．例として，以下のような状況が挙げら

れる．人口２００万人以上の３政令市（横浜市，大阪市，

名古屋市）をみると，横浜市は，待機児童数は平成２１年

から２５年にかけて急速に減少していた．これに対し，平

成２２年から平成２４年にかけての待機児童数は大阪市は３

倍に，名古屋市は２倍にそれぞれ増加し，その後平成２５

年にかけて共に大幅に減少していた．また，横浜市は，

待機児童数Bと待機児童数との差が非常に大きいのに対
し，大阪市や名古屋市では，その差は小さい．待機児童

数Bは，待機児童数に「地単」利用者数を加えたもので
あるから，横浜市は「地単」を大規模に活用して，待機

児童数の大幅減に結び付けているのに対し，名古屋市や

大阪市では，「地単」によらない方法（保育所定員増加

等）により対応してきている様子がうかがえる．

また，人口規模が１４０万～１５０万の神戸市，京都市，福

岡市，川崎市をみてみると，「平均待機率」（別表１　注

５参照）は，京都市の０.２２から川崎市の０.９５までと４市
で大きな隔たりが存在していた．その内容であるが，川

崎市は，平成２５年に待機児童数が４００人超・待機児童数

の順位は４位であったが，待機児童数Bは１５００人を超え，
政令市・中核市のなかでの待機児童数Bの順位は１位と
なっていた．上記の横浜市同様，「地単」を積極的に活

用しつつ，待機児童数を抑えようとしているが，それで

もなお多くの待機児童が存在する状況がうかがえる．こ

れに対し，神戸市，京都市，福岡市では，各年の待機児

童数と待機児童数Bの数は一致しており，「地単」によ
らない方法で保育の受け皿を整備しようとしてきたこと

がうかがえる．ただし，京都市の待機児童数は平成２２年

から平成２５年の間に２３６人から９４人まで半分以下に減少

した一方で，神戸市は１００人減，福岡市では４８９人から

６９５人と２００人以上の増加となるなど，実数ベースでの待

機児童の増加・減少の傾向は，３市間で大きく異なって

いる．

また，人口規模が４０万～４２万人程度の自治体をみても，

富山市，高松市，岐阜市，宮崎市のように待機児童が存

在しない状態で推移している自治体もあれば，横須賀市

のように３０～４０名の待機児童が安定的に存在したり，柏

市のように待機児童数が平成２２年の１８３名から平成２５名

の１１７名と大きく減少しつつも，その規模が１００名を超え

たりしている自治体も存在した．

３．保育所整備状況および待機児童発生状況

（１）政令市・中核市全体の傾向

別表２に，平成２２年時点における政令市，中核市の５

歳以下人口規模，保育所定員数，待機児童数の関係に関

するデータを示す．

このなかで，定員率と待機率との関連が示された．す

なわち，定員率４０％以上の自治体では待機率の平均が

０.０１％であるのに対し，定員率３０％以上４０％未満の自治
体では待機率の平均が０.１５％，定員率２０％以上３０％未満
の場合は待機率の平均が０.６２％，定員率２０％未満で待機
率の平均が０.６９％と，定員率が高いほど待機率の平均が
低くなる傾向が認められた．図３に定員率と待機率の関

連を示す散布図を示す．定員率と待機率の間には有意な

負の相関が認められ（p＜０.００１），相関係数は－０.６２で
あった．

また，定員率の上位１２市（定員率４０％以上）に属する

自治体は，唯一の政令市である新潟市を除き，人口３０万

人～４０万人程度の規模の小さい中核市が多い傾向に

あった．

（２）政令１９市の傾向 （表２）

別表２について，政令市に限定して結果を集約したも

のを表２に示す．

先ほどの定員率と待機率と同様の関係がここでも認め

られた．すなわち，政令市のなかで定員率４０％以上の自

治体では待機率の平均が０.０％，定員率３０％以上４０％未
満の自治体は待機率の平均が０.２３％，定員率２０％以上
３０％未満の自治体は待機率の平均が０.８５％，定員率２０％
未満の自治体は待機率の平均が０.７３％と全体に負の相関
傾向が認められた．

しかし，個別の例をみると，定員率が類似の自治体間
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表１　有効求人倍率および完全失業率と待機児童数伸び率との関係

２５年２４２３２２２１２０１９１８１７１６１５１４平成１３年年度

０.９７０.８２０.６８０.５６０.４５０.７７１.０２１.０６０.９８０.８６０.６９０.５６０.５６有効求人倍率

３.９４.３４.５４.９５.２４.１３.８４.１４.３４.６５.１５.４５.２完全失業率（％）

－８.４－２.９－２.７３.５２９.８９.１－９.４－１５.２－３.７－８.１３.７２０－待機児童数伸び率（％）

注１）有効求人倍率：年度平均：実数（新規学卒者を除き，パートを含む．）
注２）完全失業率（％）：年度平均：実数
出典）[１, ４-６] より筆者作成



においても待機率に大きな差が生じている場合も存在し

た．例えば，北九州市と広島市は，定員率が共に３２％台

前半であるのに対し，待機率は北九州市が０.０３％，広島
市が０.３３％と大きな相違がある．また，さいたま市は，
定員率が１６.９％と最も低いが，待機率も０.２４％と低く

なっている．

このように，政令１９市の待機児童の状況は，全体とし

て保育所の定員率との関連が認められるが，個々の自治

体の状況は，それだけでは説明できないものも散見さ

れた．

J. Natl. Inst. Public Health, 63（4）: 2014412
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図３　待機率（％）と定員率（％）の散布図

表２　政令市における待機児童の状況（平成２２年）

人口の順位待機児童数の
順位待機児童数平均待機率

（％）
待機率
（％）

定員率
（％）

政令市
（定員率順）

１５位４３位０人００.００４８.０新潟市　　

６位１４位２３６人０.２２０.３６３７.３京都市　　

２位１７位２０５人０.３２０.１７３６.０大阪市　　

２０位４３位０人００.００３３.２岡山市　　

１９位２９位４０人０.２８０.１２３３.１静岡市　　

１２位３７位１６人０.０１０.０３３２.４北九州市　

１０位１５位２２０人０.４３０.３３３２.０広島市　　

７位７位４８９人０.９０.６３３１.３福岡市　　

３位４位５９８人０.６９０.５２２９.０名古屋市　

１４位１２位２９０人０.６８０.６４２６.４堺市　　　

５位８位４２３人０.５９０.５７２５.９神戸市　　

１３位１０位３２４人０.４４０.６８２２.３千葉市　　

１８位６位５１４人０.９３１.４２２１.６相模原市　

４位３位８４０人０.９０.９９２１.２２札幌市　　

１１位５位５９４人０.９６１.１２２１.１５仙台市　　

１位１位１,５５２人０.３６０.８７２０.３横浜市　　

１６位１３位２５３人０.４６０.５８１８.９浜松市　　

８位２位１,０７６人０.９５１.３７１８.６川崎市　　

９位２２位１５４人０.２１０.２４１６.９さいたま市

（注）平成２２年時点で政令市ではない熊本市は除く．
「平均待機率」は「H２２年から２５年までの待機児童数（４年間平均）÷H２２年５歳以下人口」



４．「地単」の影響・効果の考慮

「地単」により，潜在的な待機児童が吸収されている

可能性を考慮するための指標データの一覧表を，別表２

に示す（別表２補足「「地単」の考慮」参照）．

平成２２年の時点で，「地単」利用者数が１００人以上存在

する自治体は，別表２の掲載順（定員率の高い順）に高

知市，岡山市，静岡市，名古屋市，高槻市，千葉市，相

模原市，仙台市，横浜市，浜松市，さいたま市の１１市で

あった．この中で中核市は高知市，高槻市の２市のみで

あり，平成２２年の時点では，政令市において比較的多く

採用されていた施策と言えよう．また，「地単」の採用

状況は，保育所定員の定員率が相対的に低い（定員率

２０％前後）自治体において，比較的採用されている傾向

がみられた．

個別の例としては，岡山市は，定員率は３３.２％に対し
て，待機児童数は０人であるが，「地単」利用者数が７６６

人にも上っており，「地単」により待機児童が顕在化す

るのを何とか抑制している状況にあることが示唆された．

また，新潟市は待機児童数も待機児童数Bも０人であり，
保育のニーズはすべて保育所定員数により充足されてい

る自治体であるといえる．

IV. 考察

本稿では，保育所の整備と待機児童数の関連について，

全国の経時的な推移とあわせ，自治体ごとの相違，「地

単」の影響について，更なる検討を可能にするための指

標となる基礎的データの収集整理を行い，一覧表として

の提示を行った．

本報告が対象とした自治体の範囲は政令市・中核市に

限られており，また，設定した指標も，極めて原初的・

限定的なものであるため，全国の自治体の状況・傾向を

明らかにするには十分とはいえない．とはいえ，本報告

で取り上げた指標にもとづくデータ整理の概況からも，

更なる政策科学的検証の必要性が求められるいくつかの

論点が示唆された．これらの論証は，本稿の射程を越え

ているが，以下で，仮説的にいくつかの論点を示しておく．

１．待機児童発生のマクロな状況把握

保育所数，保育所定員数は，平成１３年以降平成２５年ま

で毎年右肩上がりに上昇しており，保育の受け皿が着実

に整備されてきたことがうかがえる．ただし，保育所利

用者数は全期間を通じて定員数を一定程度下回っている．

「保育所定員の増加」が待機児童解消にむけた主要政策

となっている一方で，全国集計の経時的変化からは，保

育所定員が恒常的に不足している状況を読み取るのは困

難である．にもかかわらず，同期間において待機児童が

常に一定数存在していた．以上のことから，待機児童は

地域に偏在して発生している可能性や，待機児童解消の

ための個々の自治体レベルでの保育の受け皿整備等の取

り組みの影響を丁寧に評価検討していくことの必要性が

示唆された．

本稿の別表１では，同程度の人口規模の自治体におい

ても，待機児童数の数やその経時的な変化には大きな相

違があることが示された．こうした違いの発生要因につ

いては今後詳細な分析が必要となろう．

地域ごとの待機児童の状況は，待機児童数の実数で議

論されることがあるが，実数での評価は自治体の人口規

模や，保育所入所相当年齢の人口規模に応じた保育の受

け皿の整備状況を考慮していない．

本稿で，定員率や待機率といった指標を導入して状況

を把握したところ，自治体レベルにおいて定員率（５歳

以下人口に占める保育所定員数の割合）が高いほど，待

機率（５歳以下人口に占める待機児童数の割合）が低い

という傾向が認められた．これは，極めて常識的な推測

とも一致する傾向と言えるが，待機児童解消の取り組み

の概況を評価するにあたり，自治体ごとに保育の対象年

齢にある人口規模に応じて，どの程度の保育の受け皿を

確保しているのかという観点から評価することの大切さ，

そして，本稿で用いた待機率や定員率など，それを評価

するための指標を導入することの重要性を再確認させら

れる結果ともなっている．

他方で，表１では，雇用情勢が悪化すると待機児童数

が増加するという関連が示されるなど，待機児童数の伸

びは，雇用環境からも大きな影響を受けている可能性も

示唆された．地域の待機児童の発生状況（保育ニーズと

提供状況とのギャップ）をモニタリングする上で必要と

なる指標は，従来の保育所の量的整備状況に関するもの

だけではなく，それ以外のマクロ要因も検討の必要があ

る．今後の研究の充実が求められよう．

２．保育ニーズへの対応に関する自治体間の相違の把握

本報告は，待機児童数と保育所定員の拡充に関連があ

るという常識的な傾向を，あらためて実証データにより

確認しただけではない．どのような受け皿により保育

ニーズが吸収されているのか，地域の保育ニーズに対応

するためにどの程度の「地単」が動員されているかは，

自治体によりかなりの相違があることも示された．岡山

市のように，待機児童は０人だが，かなりの人数分の保

育のニーズが「地単」でカバーされている自治体もあれ

ば，新潟市のように保育のニーズはすべて保育所定員数

により充足されている自治体も存在するなど，同じ「待

機児童数０人」であっても，その意味は異なる．同様に，

待機児童数が表面上同じ自治体同士であってもそこでの

「地単」の利用のされ方には大きな違いが認められた．

従って，本報告のように，待機児童解消の取り組みの評

価において待機児童数や保育所定員数に加え，「地単」

利用者数や，待機児童B，定員数Bといった指標を導入
することは，自治体の独自施策の影響・効果を，個々の

自治体の状況に即して把握する上で不可欠の手続きであ

るといえよう．

とはいえ，保育所による保育ニーズへの対応と，それ
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以外の独自施策での対応間で，提供されるサービスの質

や利用者の負担等に大きな差がある場合には，両者を

「同等の保育ニーズの受け皿」と前提する分析は，良質

な保育サービスへのアクセス保障という点から課題を残

す．地方自治体の独自施策と保育所との質やコストの相

違にまで踏み込んだ待機児童解消にむけた保育の受け皿

整備状況の評価は本研究では扱えておらず今後の課題と

なろう．また，地域における保育の受け皿としては，今

後は子ども・子育て支援新制度を通じた新たな選択肢の

登場も予想されることから，それらを考慮した研究の発

展が望まれる．

V. 結語

本報告では，自治体の保育所整備状況，待機児童の発

生状況を相対的に評価するため，基礎的な指標を設定し

て，データの整理・一覧化を行うとともに，試行的な分

析を試みた．その中で，５才以下人口に占める保育所定

員数の割合が高いほど，５才以下人口に占める待機児童

数の割合が低いという傾向が見い出された．

本報告が対象とした自治体の範囲は政令市・中核市に

限られており，また，設定した指標も，極めて原初的・

限定的なものであるため，全国の自治体の状況・傾向を

明らかにするには不十分である．とはいえ，本報告の

データ一覧表からも，今後のさらなる政策研究の深化が

求められるいくつかの課題が示された．

待機児童解消の取り組みの評価には，待機児童の発生

に影響する地域の諸要因を考慮した，地域における保育

整備状況のモニタリング指標の開発が必要である．保育

所定員数や待機児童数に加えて，本稿で用いた各自治体

における待機率や定員率などを利用し，保育の対象年齢

にある人口規模に応じて，どの程度の保育の受け皿を確

保しているのかという観点から評価していくことが不可

欠であろう．あわせて，地方の取り組みを評価する観点

からは，「地単」による保育ニーズの吸収の効果を把握

するための指標の整備が求められよう．

ただし，待機児童の解消を含めた保育所整備は，保育

の受け皿の量的拡大のみならず，ケアの質保障，地域の

子育て支援能力の向上，雇用環境とマッチした環境整備

といった多様な視点からなされることが重要である．そ

れらを把握しモニタリングするための指標の開発，地域

の施策立案への活用が大きな課題となろう．本報告を端

緒として，これらに関するさらなる研究の進展が期待さ

れる．
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別表１　政令市・中核市の人口と待機児童との関係

待機児童数の順位待機児童の人数（人）
上段：待機児童上段：待機児童

人口（人）
（注２）

政令市・中核市 （注６）下段：待機児童B（注１）下段：待機児童B（注１）
H２５H２４H２３H２２H２１H２５H２４H２３H２２H２１

０.８６４１１３２１１０１７９９７１１,５５２１,２９０３,６８８,７７３横浜市１
４２１１７５５１,１７６２,０２５２,５４１（注５）０.３６

０.３７８４１０１７４２８７６６４３９６２０５６０８２,６６５,３１４大阪市２
１３７１１１７２８７７３８４９０２９６０.３２

０.７２９１１４５２８０１,０３２１,２７５５９８５９５２,２６３,８９４名古屋市３
１４３３６２８３１,０３６１,２７８７３５０.６９

０.９１５２３３９３９８９２９８６５８４０４０２１,９１３,５４５札幌市４
７５４３４５９９２９８６５８４００.９０

０.５９７６７８６３３７５３１４８１４２３４８３１,５４４,２００神戸市５
１１１１１２１２３３７５３１４８１４２３０.５９

０.２２２３２１２０１４１６９４１２２１１８２３６１８０１,４７４,０１５京都市６
２８２５２３２１９４１２２１１８２３６０.２２

０.９０１３５７７６９５８９３７２７４８９４７３１,４６３,７４３福岡市７
６６７１０６９５８９３７２７４８９０.９０

２.２８４５４２２４３８６１５８５１１,０７６７１３１,４２５,５１２川崎市８
１１２２１,５９９１,７１５１,８３３２,０２００.９５

１.１１１７１９１７２２１７１１７１２６１４３１５４１７７１,２２２,４３４さいたま市９
３８８７７７９７１８６５０７０２０.２１

０.４３６９１３１５２４３７２３３５２１０２２０９０１,１７３,８４３広島市１０
９１３１７２３３７２３３５２１０２２００.４３

１.３１２８６５３５３３４１０４９８５９４６２０１,０４５,９８６仙台市１１
５１０６４７０７５６７７３６７７７０.９６

０.０１４１４１４１３７４３０００１６０９７６,８４６北九州市１２
４３４３４３３９０００１６０.０１

０.６２３５２０１１１０１２３２１２３３５０３２４３１８９６１,７４９千葉市１３
２９１７１３１１９１１８９４４６４４６０.４４

０.８５２７７９１２１１６２４５７４３１２９０３４５８４１,９６６堺市１４
２５９１０１５１１２５８５５１２３３４０.６８

０.００４１４１４１４３４３０００００８１１,９０１新潟市１５
４３４３４３４５０００００.００

０.６２１０１５２１１３２０２６９１６６１１５２５３１３４８００,８６６浜松市１６
９１６１９１８３７２２２３１８７２９５０.４６

０.１８１３２２４０４２３９１８０１１９１１７７３４,４７４熊本市１７
１９２６４２４４１８０１１９１１０.１８

１.３８１６１０８６８１３２２４４４６０５１４４３９７１７,５４４相模原市１８
１２１２９８３１０３８８６３９６５７０.９３

０.４８１４１６３０２９３４１５３１５５４１４０２８７１６,１９７静岡市１９
１８１９３１１９１８８１８１４３２４５０.２８

２.３０４１４１４１４３４３０００００７０９,５８４岡山市２０
２４５５９５３９９６８５６７６６０.００

０.５８１２１２１６１９２３２２７１８３１５２１７４９４６０９,０４０船橋市２１
１５１８２１２５２８２１８３１５２１７４０.５４

０.５１２８１４２２９１０５７１７７８５３５７３５９６０５,８４６鹿児島市２２
３２２０２４１４５７１７７８５３５７０.５１

０.０７３９３９３２３４３５６１２３８２７２６５３６,２７０姫路市２３
４１４０３３３７６１２３８２７０.０７

０.１３３２３６３１３２２９４０２５３９３７４５５１７,２３１松山市２４
３６３７３２３４４０２５３９３７０.１３

０.０８４１４１２７２７３２００４９４８３３５１１,７３９宇都宮市２５
４３４３２８３０００４９４８０.０８

１.０１１１１１１４１５１３２３０２１４１９２２２０２４６５０９,５３３東大阪市２６
１６１４１８２２２３６２３０２０２２２５０.９６

０.６０４１２６１２１１１４０８１２７９３１０２２３４８２,６４０西宮市２７
４３２９１５１６０８１２７９３１００.６０

０.１１３１３７３７３３３１４８１８２１２８４１４７５,５１３倉敷市２８
３５３８４０３５４８１８２１２８０.１１

０.１６２４３０３４３８４１８９４５２２１２３４７４,０９４大分市２９
３０３２３７４０８９４５２２１２０.１６

０.００４１４１４１４３４３０００００４６２,３６１金沢市３０
４３４３４３４５０００００.００

０.００４１４１４１４３４３０００００４６１,３５７福山市３１
４３４３４３４５０００００.００

０.２１２６２９２９３９４０７４４７４４１０５４５３,７４８尼崎市３２
３１３１２８４１７４４７４９１００.２０
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０.２５２１３１３４３１２６９７４３２２３８７０４４３,７６６長崎市３３
２６３３３７３３９７４３２２３８０.２５

０.００４１４１４１４３４３０００００４２１,９５３富山市３４
４３４３４３４５０００００.００

０.１４３３３５３８３６３６３７２６１６１８２１４２１,４８７豊田市３５
３３３４３５３８５１３９２８２６０.１０

０.００４１４１４１４３４３０００００４１９,４２９高松市３６
４３４３４３４５０００００.００

０.１９３４３３３３３０２８３４３６３５３９４８４１８,３２５横須賀市３７
３７３５３４３２３４３６３５３９０.１９

０.００４１４１４１４３４３０００００４１３,１３６岐阜市３８
４３４３４３４５０００００.００

１.０５１７１８１５１８２１１１７１３３１５４１８３１２２４０４,０１２柏市３９
１７１５１６２０２０８２２８２３７２４４０.６７

０.００４１４１４１４３４３０００００４００,５８３宮崎市４０
４３４３４３４５０００００.００

０.７２２５３２７５４１３８９,３４１豊中市４１
２１２４１６５１３３０.２８

０.００４１４１４１４３４３０００００３８１,５１１長野市４２
４３４３４３４５０００００.００（４１）

０.００４１４１４１４３４３０００００３７６,６６５豊橋市４３
４３４３４３４５０００００.００（４２）

０.００４１４１４１４３４３０００００３７２,３５７岡崎市４４
４３４３４３４５０００００.００（４３）

０.００４１４１４１０００３７１,３０２高崎市４５
４３４３４３００００.００

０.１０３９４１４１４３４３６００００３７０,３６４和歌山市４６
４１４０３７３５６１２２２２８０.０１（４４）

０.５４２２２３２５２４２７９５１１５５８９１６５３６６,５９１奈良市４７
２７２７２６２８９５１１５５８９１０.５４（４５）

１.４３２９２７１８２１２５５５７０１３４１６６７８３５７,３５９高槻市４８
２２２０１４１３１５６１７７３２８４１５０.５６（４６）

０.８６１７２４１９２６１５１１７９４１２８８４２２２３４７,０９５旭川市４９
２４２８２０２７１３８１０６１５９１０９０.７１（４７）

０.９２３６３４３４３５３０１７３１２２２３４３３４３,３９３高知市５０
３８３６３６９２２３１２４５５６０.１４（４８）

０.９７２０２４２４２３１８１１２９４６９１２４１７３３４２,６７０川越市５１
２０２２２２２４１７１１６５１３４１９３０.５８（４９）

０.００４１４１４１４３４３０００００３４２,２４９いわき市５２
４３４３４３４５０００００.００（５０）

０.００４１４１４１４３４３０００００３４０,２９１前橋市５３
４３４３４３４５０００００.００（５１）

０.１０３８４０２６４３４３１２９５４００３３８,７１２郡山市５４
４０４２２７４５１２９５４００.１０（５２）

０.６３１５１７２３２５２２１４６１４７８４９０９５３３７,６３４大津市５５
２３２３２５２９１４６１４７８４９００.６３（５３）

０.３０４１４１４１２０１９０００１７３１５５３２３,６００秋田市５６
４３４３４３２６０００１７３０.３０（５４）

２.１９３４３９３１５,９５４那覇市
８４３９２.１９

０.０７３７３８３９４１４２１５１３１４２２３０２,４０２久留米市５８
３９３９４１４３１５１３１４２０.０７（５５）

０.００４１４１４１４３３７００００１５２９９,５２０青森市５９
４３４３４３４５０００００.００（５６）

０.３２３０２８２８２８３２５０４８４６４３３３２９８,３４８盛岡市６０
３４３０３０３１５０４８４６４３０.３２（５７）

０.０１４１４１４１４０３８０００４１０２８０,９４７下関市６１
４３４３４３４２０００４０.０１（５８）

０.００４１４１４１４３４３０００００２７９,１２７函館市６２
４３４３４３４５０００００.００（５９）

（注１）待機児童B：待機児童に，保育所の入所申込が提出され入所要件に該当しているが，地方公共団体の単独保育施策（いわゆる保育室
等）に入所しているため待機児童に含まれない児童を加えたもの

（注２）「人口」は平成２２年国勢調査総人口による（１０月１日現在）．

（注３）　政令市及び中核市（平成２５年４月１日現在）を，人口が多い順に配列．１位から２０位までが政令市，２１位から６２位が中核市．（熊本

市は，Ｈ２３年までは中核市，Ｈ２４年に政令市となる．）

（注４）「人口の順位」の欄の下段の（　）付きの数値は，平成２２年に中核市でなかった，高崎，豊中，那覇市を除いた時の順位

（注５）「人口」欄の下段は，H２２年から２５年までの待機児童数（４年間平均）÷H２２年の５歳以下人口（％）．これを「平均待機率」とする．
（注６）待機児童Bについて，（注５）の「平均待機率」を算出したもの．
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　　　　　　　　　　　　別表２　保育所定員数と待機児童の関係（平成２２年）　　　　　　　　  ※（別表２補足）「地単」の考慮
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②①

３.２４５７.０９,７８８５５６５３３

０.０１定員率　
４０％以上

０.１３５３.９３５９,２５５２３５.００１７１６２３４３３９３高知市中核市１
０.００４８.８１０,２５００００.００４８.８４３１０,２５００４.９７２０９８３４２１９５３富山市中核市２
０.００４８.０１８,６３５０００.００４８.０４３１８,６３５０４.７８３８７８５８１１９０１新潟市政令市３
０.００４６.４１１,２２５０００.００４６.４４３１１,２２５０５.２４２４２１０４６２３６１金沢市中核市４
０.０１４６.０７,３４０２００.０１４６.０４１７,３４０２５.２８１５９６９３０２４０２久留米市中核市５
０.００４５.６１１,４６６０００.００４５.６４３１１,４６６０５.４５２５１２１４６１３５７福山市中核市６
０.００４２.９５,６８００００.００４２.９４３５,６８００４.４２１３２３１２９９５２０青森市中核市７
０.００４２.４８,５０００００.００４２.４４３８,５０００５.２６２００５６３８１５１１長野市中核市８
０.１６４１.８７,１３８２８２８０.００４１.６４３７,１１００４.６１１７０７８３７０３６４和歌山市中核市９
０.０３４０.５５,１１０４００.０３４０.５４０５,１１０４４.４９１２６０３２８０９４７下関市中核市１０
０.００４０.４８,９９５０００.００４０.４４３８,９９５０５.５６２２２７１４００５８３宮崎市中核市１１
０.００４０.３８,４４００００.００４０.３４３８,４４００５.５５２０９１７３７６６６５豊橋市中核市１２
０.１９３９.７７,９９５３８０

０.１５
定員率　
３０％以上
４０％未満

０.１９３９.７３１７,９９５３８４.５４２０１３９４４３７６６長崎市中核市１３
０.１１３８.０１０,０６５２８００.１１３８.０３３１０,０６５２８５.５６２６４６１４７５５１３倉敷市中核市１４
０.３６３７.３２４,５２５２３６００.３６３７.３１４２４,５２５２３６４.４７６５８３７１４７４０１５京都市政令市１５
０.００３６.４８,１８４０００.００３６.４４３８,１８４０５.３６２２４７３４１９４２９高松市中核市１６
０.２４３６.１４４,１１１２９６９１０.１７３６.０１７４４,０２０２０５４.５９１２２３３５２６６５３１４大阪市政令市１７
０.１０３５.７８,９８１２６８０.０７３５.７３６８,９７３１８５.９７２５１５２４２１４８７豊田市中核市１８
０.００３５.２１４,４６０１００.００３５.２４２１４,４６０１５.５９４１０２２７３４４７４熊本市中核市１９
０.００３５.２５,９６００００.００３５.２４３５,９６００４.９８１６９５５３４０２９１前橋市中核市２０
０.３０３５.１５,１０６４３００.３０３５.１２８５,１０６４３４.８８１４５５９２９８３４８盛岡市中核市２１
０.００３５.１５,８９００００.００３５.１４３５,８９００４.９１１６８００３４２２４９いわき市中核市２２
０.５５３４.３５,７０５９１００.５５３４.３２４５,７０５９１４.５３１６６２０３６６５９１奈良市中核市２３
０.００３３.４７,５１５０００.００３３.４４３７,５１５０６.０４２２４９１３７２３５７岡崎市中核市２４
０.００３３.３３,６５５０００.００３３.３４３３,６５５０３.９４１０９８５２７９１２７函館市中核市２５
１.９７３５.２１３,６８３７６６７６６０.００３３.２４３１２,９１７０５.４８３８８５９７０９５８４岡山市政令市２６
０.７１３３.７１１,５７０２４５２０５０.１２３３.１２９１１,３６５４０４.７９３４３３９７１６１９７静岡市政令市２７
０.０９３２.７９,７２１２７００.０９３２.７３４９,７２１２７５.５４２９７１６５３６２７０姫路市中核市２８
０.０３３２.４１５,７５４１６００.０３３２.４３７１５,７５４１６４.９７４８５６２９７６８４６北九州市政令市２９
０.３３３１.９２１,０９０２２０００.３３３１.９１５２１,０９０２２０５.６３６６０６３１１７３８４３広島市政令市３０
０.６３３１.３２４,３４９４８９００.６３３１.３７２４,３４９４８９５.３２７７８０１１４６３７４３福岡市政令市３１
１.２１２９.０４,１５５１７３０

０.６２
定員率　
２０％以上
３０％未満

１.２１２９.０２０４,１５５１７３４.４３１４３３５３２３６００秋田市中核市３２
０.６４２８.９３３,２６５７３５１３７０.５２２８.８４３３,１２８５９８５.０８１１５０４０２２６３８９４名古屋市政令市３３
０.０５２８.４６,０９９１０００.０５２８.４３９６,０９９１０４.７４２１４８９４５３７４８尼崎市中核市３４
１.０１２８.４６,３０２２２５５０.９９２８.３１５６,２９７２２０４.３６２２２１２５０９５３３東大阪市中核市３５
０.７３２８.０４,１７５１０９２５０.５６２７.９２６４,１５０８４４.２９１４８９６３４７０９５旭川市中核市３６
０.００２６.８５,４７５０００.００２６.８４３５,４７５０４.９５２０４４０４１３１３６岐阜市中核市３７
０.４９２６.６４,９２３９０００.４９２６.６２５４,９２３９０５.４８１８４９１３３７６３４大津市中核市３８
０.７４２６.５１２,０１１３３４４４０.６４２６.４１２１１,９６７２９０５.３９４５３４５８４１９６６堺市政令市３９
０.５７２５.９１９,３２８４２３００.５７２５.９８１９,３２８４２３４.８３７４５２０１５４４２００神戸市政令市４０
１.０９２４.７８,１３３３５７０１.０９２４.７９８,１３３３５７５.４２３２８６７６０５８４６鹿児島市中核市４１
０.０５２３.３６,１３６１２００.０５２３.３３８６,１３６１２５.５５２６２８９４７４０９４大分市中核市４２
２.２０２３.７４,４６９４１５２４９０.８８２２.４２１４,２２０１６６５.２７１８８３１３５７３５９高槻市中核市４３
０.１４２２.３５,８６５３７００.１４２２.３３２５,８６５３７５.０８２６２５０５１７２３１松山市中核市４４
０.９４２２.６１０,７４０４４６１２２０.６８２２.３１０１０,６１８３２４４.９４４７５４８９６１７４９千葉市政令市４５
０.１７２２.１６,３４５４８００.１７２２.１２７６,３４５４８５.６１２８７２９５１１７３９宇都宮市中核市４６
１.８２２２.０７,９４６６５７１４３１.４２２１.６６７,８０３５１４５.０３３６１１９７１７５４４相模原市政令市４７
０.９９２１.２１７,９５０８４０００.９９２１.２３１７,９５０８４０４.４２８４６０６１９１３５４５札幌市政令市４８
１.４６２１.５１１,４１３７７７１８３１.１２２１.２５１１,２３０５９４５.０８５３０９１１０４５９８６仙台市政令市４９
０.５１２０.８７,０９４１７４００.５１２０.８１９７,０９４１７４５.５９３４０３４６０９０４０船橋市中核市５０
１.３５２０.８３９,２８４２,５４１９８９０.８２２０.３１３８,２９５１,５５２５.１１１８８６５２３６８８７７３横浜市政令市５１
０.２１２０.３３,７９５３９００.２１２０.３３０３,７９５３９４.４８１８７２３４１８３２５横須賀市中核市５２
４.６６１９.８１５,６１９２,０２０９４４

０.６９定員率　
２０％未満

０.５８１８.９１３８,１９５２５３５.４１４３３１８８００８６６浜松市政令市５３
０.３７１９.０８,２３７２９５４２１.３７１８.６２１４,６７５１,０７６５.５２７８７５２１４２５５１２川崎市政令市５４
１.１１１７.８３,９０７２４４６１０.８４１７.６１８３,８４６１８３５.４２２１８８９４０４０１２柏市中核市５５
１.０９１７.７１１,３７９７０２５４８０.２４１６.９２２１０,８３１１５４５.２５６４１５５１２２２４３４さいたま市政令市５６
０.００１６.９３,０８９０００.００１６.９４３３,０８９０５.４１１８３１２３３８７１２郡山市中核市５７
１.１１１６.２４,５２０３１００１.１１１６.２１１４,５２０３１０５.８０２７９８７４８２６４０西宮市中核市５８
１.１３１６.４２,８０４１９３６９０.７３１６.０２３２,７３５１２４４.９８１７０６１３４２６７０川越市中核市５９

注１：「「地単」利用者数」とは，保育所の入所申込が提出され入所要件に該当しているが，地方公共団体の単独保育施策（いわゆる保育室
等）に入所しているため待機児童に含まれない児童の数
注２：高崎市・豊中市・那覇市は平成２２年はまだ中核市になっていないので掲載していない．また熊本市が政令市になったのは平成２４年．
（この表は平成２２年のもの）
注３：反転している数値は，「地単」利用者数が１００人以上の自治体．


